
【酪農家のための乳製品製造スタートガイド変更点（新旧対照表）　※令和4年10月31日時点】

※修正箇所は下線赤字で記載。

頁

7

①飲食店営業　②喫茶店営業 ①飲食店営業 （②喫茶店営業は飲食店営業の一形態として統合）
調理の機能を有する自動販売機により食品を調理し、調理された食品を販売する営業

③アイスクリーム製造業　　　　　　　　④乳製品製造業
⑤乳酸菌飲料製造業　　　　　　　　　　清涼飲料水製造業
めん類製造業　　　　　　　　　　　　　豆腐製造業
納豆製造業　　　　　　　　　　　　　　氷雪製造業
そうざい製造業　　　　　　　　　　　　みそ製造業
マーガリンまたはショートニング製造業　あん類製造業
菓子製造業　　　　　　　　　　　　　　かん詰またはびん詰食品製造業
食用油脂製造業　　　　　　　　　　　　添加物製造業
ソース類製造業　　　　　　　　　　　　魚肉ねり製品製造業
醤油製造業　　　　　　　　　　　　　　酒類製造業
食肉製品製造業

②アイスクリーム製造業　  ③乳製品製造業
清涼飲料水製造業　　　 　 めん類製造業
豆腐製造業　　　　　　　  納豆製造業
氷雪製造業　　　　　　　  そうざい製造業
複合型そうざい製造業　  　みそ又はしょうゆ製造業
菓子製造業　　　　　　  　食用油脂製造業
添加物製造業　　　　　　  酒類製造業
食肉製品製造業　　　　  　水産製品製造業
液卵製造業                冷凍食品製造業
複合型冷凍食品製造業      漬物製造業
密封包装食品製造業
（⑤乳酸菌飲料製造業は乳処理、乳製品製造業、清涼飲料水製造業に移行）

⑥乳処理業　　　　　　　　　　　　　　⑦特別牛乳さく取処理業
⑧集乳業　　　　　　　　　　　　　　　食肉処理業
食品の放射線照射業　　　　　　　　　　食品の冷凍業または冷蔵業

④乳処理業　　　　　　　⑤特別牛乳さく取処理業
⑥集乳業　　　　　　　　食肉処理業
食品の放射線照射業

⑨乳類販売業　　　　　　　　　　　　　魚介類せり売営業
食肉販売業　　　　　　　　　　　　　　魚介類販売業
氷雪販売業

魚介類せり売営業　　　　食肉販売業
魚介類販売業　　　　　　食品の小分け業
（⑨乳類販売業は許可営業から届出営業に移行）

8
①飲食店営業
　一般食堂、料理店～営業のこと。

②喫茶店営業
　喫茶店、サロン～営業のこと。

①飲食店営業
　一般食堂、料理店～営業のこと。

（②喫茶店営業は飲食店営業の一形態として統合）

③アイスクリーム類製造業
　スティックアイス～営業のこと。

④乳製品製造業
　粉乳、練乳～営業のこと。

⑤乳酸菌飲料製造業
　乳等に乳酸菌又は～となります。

②アイスクリーム製造業
　スティックアイス～営業のこと。

③乳製品製造業
　粉乳、練乳～営業のこと。

（⑤乳酸菌飲料製造業は乳処理、乳製品製造業、清涼飲料水製造業に移行）

⑥乳処理業
　牛乳（脱脂乳～営業のこと。

⑦特別牛乳さく取処理業
　生乳を搾取し～営業のこと。

⑧集乳業
　生乳又は～営業のこと。

④乳処理業
　牛乳（脱脂乳～営業のこと。

⑤特別牛乳さく取処理業
　生乳を搾取し～営業のこと。

⑥集乳業
　生乳又は～営業のこと。

⑨乳類販売業
　直接飲用に～緩和されます。

（⑨乳類販売業は許可営業から届出営業に移行）

9
　喫茶店営業許可を受けると、主に飲み物、デザート、軽食とされています
が、メニュー数が少なければ本格的なレシピのメニューを提供することも可能
です。大きな火力（レンジの能力）が欲しい場合は「飲食店営業」許可の取得
を考え、

（削除）

※各業種、変更内容の詳細等については、都道府県や保健所等、所管する機関に確認してください。

販売業 販売業

喫茶店、レストランでの
自家製造乳製品の提供

喫茶店、レストランでの
自家製造乳製品の提供

調理業 調理業

製造業 製造業

処理業 処理業

製造業 製造業

処理業 処理業

販売業 販売業

変更前 変更後

食品衛生法上の許可が必要な営業の種類（３４業種） 食品衛生法上の許可が必要な営業の種類（３２業種）

調理業 調理業
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【酪農家のための乳製品製造スタートガイド変更点（新旧対照表）　※令和4年10月31日時点】

※修正箇所は下線赤字で記載。

頁 変更前 変更後

14 酪農振興法に基づく法律施行規則の一部改正について 6次産業化等のための酪農家の創意工夫に応える環境整備について

　近年、意欲ある酪農家や乳業者による６次産業化や輸出の取り組みが増加しています。
これらに取り組みやすい環境を整備するため、農林水産省は酪農および肉用牛生産の振興に関する法律
施行規則の一部を平成26 年11 月４日付けで改正しました。

　酪農家の創意工夫による6次産業化等の取組を支援するための環境整備が行われています。

要　点
①生乳の自己処理量の上限拡大等：改正前の自家製造枠の日量1.5 トンは、北海道の平均的な
　出荷乳量として設定されていましたが、改正後自家製造枠は、今後の規模拡大や意欲的な
　取り組みを勘案し、北海道の出荷乳量上位2 分の1 の平均が日量2.3 ～ 2.4 トンであること
　から、それ以上の日量3 トンに設定。また直接販売の上限も同様に日量3トンとされました。

要　点
①酪農家が乳業メーカーに直接生乳を販売する場合や酪農家自ら乳製品の製造に取り組む場合も、
　加工原料乳生産者補給金を受け取れるようになり、付加価値を高めた牛乳乳製品の製品開発、販
　売など、酪農家が多様なニーズに応じて、創意工夫を生かした酪農経営に取り組みやすくなりま
　した。

②乳業施設の設置規制の緩和：小規模な乳製品工房や輸出向け乳製品工場の設置規制が時
　間的・事務的な負担軽減のために緩和され、集約酪農地域における都道府県知事の承認
　が不要とされました。
　以下は、「指定告示」および「改正省令」の概要です。

②酪農家等による6次産業化・輸出の取組を支援するため、チーズ工房などの小規模な乳業施設や、
　輸出向けの乳業施設の設置に係る都道府県知事の承認を不要にし、6次産業化・輸出に取り組む際
　の負担が軽減されています。
　以下は、「指定告示」および「改正省令」の概要です。

（追加） 【出典】
　農林水産省HP　6次産業化等のための酪農家の創意工夫に応える環境整備について
　（https://www.maff.go.jp/j/chikusan/gyunyu/lin/kankyo_seibi.html）

※各変更内容の詳細等については、都道府県や保健所等、所管する機関に確認してください。
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【酪農家のための乳製品製造スタートガイド変更点（新旧対照表）　※令和4年10月31日時点】

※修正箇所は下線赤字で記載。

頁

15
（追加） 8項 生水牛乳 搾取したままの水牛乳をいう

8項 成分調整牛乳 生乳から～除去したものをいう 9項 成分調整牛乳 生乳から乳脂肪分その他の成分の一部を除去したものをいう

9項 低脂肪乳 成分調整牛乳であって～以外のものをいう 10項 低脂肪乳 成分調整牛乳であって、乳脂肪分を除去したもののうち、無脂肪牛乳以外のものをいう

10項 無脂肪牛乳 成分調整牛乳であって～除去したものをいう 11項 無脂肪牛乳 成分調整牛乳であって、ほとんどすべての乳脂肪分を除去したものをいう

11項 加工乳 生乳、牛乳若しくは～をいう 12項 加工乳 生乳、牛乳、特別牛乳若しくは生水牛乳又はこれらを原料として製造した食品を加工した
もの（成分調整牛乳、低脂肪牛乳、無脂肪牛乳、発酵乳及び乳酸菌飲料を除く。）をいう

12項 乳製品 クリーム、バター～乳飲料をいう 13項 乳製品 クリーム、バター、バターオイル、チーズ、濃縮ホエイ、アイスクリーム類、濃縮乳、脱
脂濃縮乳、無糖練乳、無糖脱脂練乳、加糖練乳、加糖脱脂練乳、全粉乳、脱脂粉乳、ク
リームパウダー、ホエイパウダー、たんぱく質濃縮ホエイパウダー、バターミルクパウ
ダー、加糖粉乳、調製粉乳、調製液状乳、発酵乳、乳酸菌飲料（無脂乳固形分3.0％以上を
含むものに限る。）及び乳飲料をいう

13項 クリーム 生乳、牛乳～ものをいう 14項 クリーム 生乳、牛乳、特別牛乳又は生水牛乳から乳脂肪分以外の成分を除去したものをいう

14項 バター 生乳、牛乳～ものをいう 15項 バター 生乳、牛乳、特別牛乳又は生水牛乳から得られた脂肪粒を練圧したものをいう

15項 バターオイル バター又は～ものをいう 16項 バターオイル バター又はクリームからほとんどすべての乳脂肪以外の成分を除去したものをいう

16項 チーズ ナチュラルチーズ及びプロセスチーズをいう 17項 チーズ ナチュラルチーズ及びプロセスチーズをいう

17項 ナチュラルチー
ズ

1.乳、バターミルク～熟成したもの
2.1に掲げるもののほか、～有するもの

18項 ナチュラルチー
ズ

1.乳、バターミルク(バターを製造する際に生じた脂肪粒以外の部分をいう。以下同
じ。）、クリーム又はこれらを混合したもののほとんどすべて又は一部のたんぱく質を酵
素その他の凝固剤により凝固させた凝乳から乳清の一部を除去したもの又はこれらを熟成
したもの
2.1に掲げるもののほか、乳等を原料として、たんぱく質の凝固作用を含む製造技術を用い
て製造したものであって、1に掲げるものと同様の化学的、物理的及び官能的特性を有する
もの

18項 プロセスチーズ ナチュラルチーズを～乳化したものをいう 19項 プロセスチーズ ナチュラルチーズを粉砕し、加熱溶融し、乳化したものをいう

19項 濃縮ホエイ 乳を乳酸菌で発酵させ～固形状にしたものをいう 20項 濃縮ホエイ 乳を乳酸菌で発酵させ、又は乳に酵素若しくは酸を加えてできた乳清を濃縮し、固形状に
したものをいう

20項 アイスクリーム
類

乳又はこれらを原料として～含むもの(発酵乳を除く。）をいう 21項 アイスクリーム
類

乳又はこれらを原料として製造した食品を加工し、又は主要原料としたものを凍結させた
ものであって、乳固形分3.0％以上を含むもの(発酵乳を除く。）をいう

21項 アイスクリーム アイスクリーム類であって～販売するものをいう 22項 アイスクリーム アイスクリーム類であってアイスクリームとして販売するものをいう

22項 アイスミルク アイスクリーム類であって～販売するものをいう 23項 アイスミルク アイスクリーム類であってアイスミルクとして販売するものをいう

23項 ラクトアイス アイスクリーム類であって～販売するものをいう 24項 ラクトアイス アイスクリーム類であってラクトアイスとして販売するものをいう

※実際の営業等に当たっては該当する法令等を確認するとともに、都道府県や保健所等、所管する機関に確認してください。

変更前 変更後
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【酪農家のための乳製品製造スタートガイド変更点（新旧対照表）　※令和4年10月31日時点】

※修正箇所は下線赤字で記載。

頁 変更前 変更後

16
24項 濃縮乳 生乳、牛乳又は～濃縮したものをいう 25項 濃縮乳 生乳、牛乳、特別牛乳又は生水牛乳を濃縮したものをいう

25項 脱脂濃縮乳 生乳、牛乳又は～濃縮したものをいう 26項 脱脂濃縮乳 生乳、牛乳、特別牛乳又は生水牛乳から乳脂肪分を除去したものを濃縮したものをいう

26項 無糖練乳 濃縮乳であって～販売するものをいう 27項 無糖練乳 濃縮乳であって直接飲用に供する目的で販売するものをいう

27項 無糖脱脂練乳 脱脂濃縮乳であって～販売するものをいう 28項 無糖脱脂練乳 脱脂濃縮乳であって直接飲用に供する目的で販売するものをいう

28項 加糖練乳 生乳、牛乳又は～濃縮したものをいう 29項 加糖練乳 生乳、牛乳、特別牛乳又は生水牛乳にしょ糖を加えて濃縮したものをいう

29項 加糖脱脂練乳 生乳、牛乳又は～濃縮したものをいう 30項 加糖脱脂練乳 生乳、牛乳、特別牛乳又は生水牛乳の乳脂肪分を除去したものにしょ糖を加えて濃縮した
ものをいう

30項 全粉乳 生乳、牛乳又は～粉末状にしたものをいう 31項 全粉乳 生乳、牛乳、特別牛乳又は生水牛乳からほとんど全ての水分を除去し、粉末状にしたもの
をいう

30項 脱脂粉乳 生乳、牛乳又は～粉末状にしたものをいう 32項 脱脂粉乳 生乳、牛乳、特別牛乳又は生水牛乳の乳脂肪分を除去したものからほとんど全ての水分を
除去し、粉末状にしたものをいう

32項 クリームパウ
ダー

生乳、牛乳又は～粉末状にしたものをいう 33項 クリームパウ
ダー

生乳、牛乳、特別牛乳又は生水牛乳の乳脂肪分以外の成分を除去したものからほとんど全
ての水分を除去し、粉末状にしたものをいう

33項 ホエイパウダー 乳を乳酸菌で発酵させ～粉末状にしたものをいう 34項 ホエイパウダー 乳を乳酸菌で発酵させ、又は乳に酵素若しくは酸を加えてできた乳清からほとんどすべて
の水分を除去し、粉末状にしたものをいう

34項 たんぱく質濃縮
ホエイパウダー

乳を乳酸菌で発酵させ～粉末状にしたものをいう 35項 たんぱく質濃縮
ホエイパウダー

乳を乳酸菌で発酵させ、又は乳に酵素若しくは酸を加えてできた乳清の乳糖を除去したも
のからほとんどすべての水分を除去し、粉末状にしたものをいう

35項 バターミルクパ
ウダー

バターミルクから～粉末状にしたものをいう 36項 バターミルクパ
ウダー

バターミルクからほとんどすべての水分を除去し、粉末状にしたものをいう

36項 加糖粉乳 生乳、牛乳又は～しよ糖を加えたものをいう 37項 加糖粉乳 生乳、牛乳、特別牛乳又は生水牛乳にしょ糖を加えてほとんど全ての水分を除去し、粉末
状にしたもの又は全粉乳にしょ糖を加えたものをいう

37項 調製粉乳 生乳、牛乳若しくは～粉末状にしたものをいう 38項 調製粉乳 生乳、牛乳、特別牛乳若しくは生水牛乳又はこれらを原料として製造した食品を加工し、
又は主要原料とし、これに乳幼児に必要な栄養素を加え粉末状にしたものをいう

（追加） 39項 調整液状乳 生乳、牛乳、特別牛乳若しくは生水牛乳又はこれらを原料として製造した食品を加工し、
又は主要原料とし、これに乳幼児に必要な栄養素を加え液状にしたものをいう

38項 発酵乳 乳又はこれと同等以上の～凍結したものをいう 40項 発酵乳 乳又はこれと同等以上の無脂乳固形分を含む乳等を乳酸菌又は酵母で発酵させ、糊状又は
液状にしたもの又はこれらを凍結したものをいう

39項 乳酸菌飲料 乳等を乳酸菌又は～飲料(発酵乳を除く。）をいう 41項 乳酸菌飲料 乳等を乳酸菌又は酵母で発酵させたものを加工し、又は主要原料とした飲料（発酵乳を除
く。）をいう

40項 乳飲料 生乳、牛乳若しくは～掲げるもの以外のものをいう 42項 乳飲料 生乳、牛乳、特別牛乳若しくは生水牛乳又はこれらを原料として製造した食品を主要原料
とした飲料であって、第2項から第12項まで及び第14項から第41項までに掲げるもの以外の
ものをいう

※実際の営業等に当たっては該当する法令等を確認するとともに、都道府県や保健所等、所管する機関に確認してください。
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【酪農家のための乳製品製造スタートガイド変更点（新旧対照表）　※令和4年10月31日時点】

※修正箇所は下線赤字で記載。

頁 変更前 変更後

18

（追加） 　食品衛生法の改正により、令和3年6月1日からHACCPに沿った衛生管理が制度化されました。
　これにより、原則としてすべての食品等事業者にHACCPに沿った衛生管理に取り組んでいただくことになりまし
た。
　酪農家が６次化に取り組む場合など、小規模な事業者であっても、品目ごとに業界団体が作成した手引書を参考
に、簡略化されたアプローチによる「HACCPの考え方を取り入れた衛生管理」を行う必要があります。
　なお、各品目の手引書は、厚生労働省HPに掲載されていますので、そちらをご覧ください。

【参考】
　一般社団法人日本アイスクリーム協会　HACCP の考え方を取り入れた衛生管理のための手引書
　（アイスクリーム類製造事業者向け）
　（https://www.mhlw.go.jp/content/11130500/000591736.pdf）

　一般社団法人日本乳業協会　HACCP の考え方を取り入れた牛乳・乳飲料製造の衛生管理計画作
　成のための手引書
　（https://www.mhlw.go.jp/content/11130500/000767417.pdf）

　一般社団法人日本乳業協会　HACCP の考え方を取り入れたクリーム製造の衛生管理計画作成の
　ための手引書
　（https://www.mhlw.go.jp/content/11130500/000767419.pdf）

　チーズ公正取引協議会　HACCP の考え方を取り入れた衛生管理のための手引書
　　＜ナチュラルチーズ製造事業者向け＞
　（https://www.mhlw.go.jp/content/11130500/000767227.pdf）

　一般社団法人日本乳業協会　HACCP の考え方を取り入れたバター製造の衛生管理計画作成のた
　めの手引書
　（https://www.mhlw.go.jp/content/11130500/000767429.pdf）

（追加） 【出典】
　厚生労働省HP　HACCP
　（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/shokuhin/haccp/index.html）
　厚生労働省HP　HACCPの考え方を取り入れた衛生管理のための手引書
　（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000179028_00003.html）

※各変更内容の詳細等については、都道府県や保健所等、所管する機関に確認してください。

食品の製造における衛生管理
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【酪農家のための乳製品製造スタートガイド変更点（新旧対照表）　※令和4年10月31日時点】

※修正箇所は下線赤字で記載。

頁 変更前 変更後
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　「食品表示」は消費者が購入する・しないを判断する上で必要な情報を知らせるために商品に表示す
ることです。食品表示に関する法律が規制するのは、原材料一括表示とそれ以外に区分されています。

　食品の表示は、消費者が食品を購入するとき、食品の内容を正しく理解し、選択したり、摂取する際の安全性を
確保したりする上で重要な情報源となっています。
　万が一、事故が生じた場合には、その原因の究明や製品回収などの行政措置を迅速かつ的確に行うための手掛か
りとなります。

食品表示に関する法律
一括表示…農林水産省所管のＪＡＳ法（品質表示基準含む）、厚労省所管の食品衛生法、経産省所管の
計量法、公正取引委員会所管の景品表示法の公正競争規約という法があります。
一括表示以外…経産省所管の不正競争防止法、資源有効利用促進法、厚労省所管の薬事法、健康増進
法、地方公共団体の条例、財務省・環境省・厚労省・農水省・経産省が所管する容器リサイクル法とい
う法があります。

食品表示法
　食品の表示については、平成27年に食品表示法が施行され、包括的かつ一元的な制度が創設されました。具体的
な表示のルールは、食品表示基準に定められており、食品の製造者、加工者、輸入者又は販売者に対しては、食品
表示基準の遵守が義務付けられています。
　これまでの食品表示に関する３つ法律（JAS法、食品衛生法、健康増進法）からの主な変更点は、「加工食品の栄
養成分表示の義務化」、「アレルギー表示に係るルールの改善」、「新たな機能性表示制度の創設」、「原料原産
地表示の義務化」等です。

　原材料名　生乳100％（国産）又は（○○県産）
　※原材料名の次に括弧を付して原産国を表示します。都道府県名の場合は家畜の主たる飼養地を記載します。

（追加）

※各変更内容の詳細等については、都道府県や保健所等、所管する機関に確認してください。

食品表示の作成

6/7



【酪農家のための乳製品製造スタートガイド変更点（新旧対照表）　※令和4年10月31日時点】

※修正箇所は下線赤字で記載。

頁 変更前 変更後
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　食品表示を作成する際に最も重要なカギは原材料一括表示で、中でも原材料名欄です。
　原材料名欄に記載するルールは食品衛生法とＪＡＳ法が基になります。義務として使用した食材名と
食品添加物名、アレルゲンを記載します。
　食品衛生法は食品添加物とアレルゲンの表示について、ＪＡＳ法は使用した食材名と表示順序につい
て、それぞれ決まりがあります。

　食品表示を作成する際に最も重要なカギは、原材料名欄です。

◆これらが食品の原材料中に含まれる場合には、( 原材料の一部に○○由来原材料が含まれま
　す) という旨の表示が行われます。
◆表示される原材料は、食物アレルギーの実態に応じて見直されることがあります。
◆アルコール類は、現時点ではアレルギーの対象としていません。
◆上記の２７品目の言葉以外にも、「卵」→「玉子」のように、表示方法が異なるが特定原材料と
　同じものであることが理解できる表記を代替表記として認めています。
◆可能性表示(「入ってるかもしれない」等の表示) は禁止されています。
◆食物アレルギーでは、極少量でも発症することから、加工食品1kgに対して数mg以上含まれる
　場合、表示されることとなります。
◆対面販売で量り売りされる食品については、アレルギー表示の義務はありませんが、
　健康被害防止のため情報提供を行うよう、自主的な取り組みが促されています。
◆平成25 年9 月20 日、特定原材料に準ずるものとして、新たにカシューナッツとごまが
　追加されました。

◆表示されるアレルゲンは、食物アレルギーの実態に応じて見直されることがあります。

◆上記の２８品目の表記以外にも、「卵」→『玉子』のように、表示方法は異なりますが特定原材料と
　同じものであることが理解できる表示を代替表記として認めています。
◆可能性表示（「入っているかもしれない」等の表示）は禁止されています。
◆食物アレルギーでは、極微量でも発症する場合があることから、加工食品１kgに対して数mg以上含まれる
　場合、表示されます。
◆対面販売で量り売りされる食品は、アレルゲンの表示の義務はありませんが、
　健康被害防止のため情報提供を行うよう、自主的な取組が促されています。

食品表示を正しく作成する具体的手順
□独学で「食品表示」実務を習得する
　「ＪＡＳ法は農水省」「食品衛生法は厚労省」「景品表示法は消費者庁」「計量法は経産省」のＨＰ
から食品表示に関する部分を印刷、熟読し、必要な基礎知識を習得します。同業他社商品の食品表示を
見て疑問に思ったら法に照らしてみて「なぜ、こういう表示になったのか？」その疑問の謎解きをして
みます。実例と照らしながら学ぶことで食品表示のルールが身に付きます。

食品表示を正しく作成する具体的手順
□独学で「食品表示」実務を習得する
　「ＪＡＳ法は農水省」「食品衛生法は厚労省」「食品表示法、景品表示法は消費者庁」「計量法は経産省」のＨＰ
から食品表示に関する部分を印刷、熟読し、必要な基礎知識を習得します。同業他社商品の食品表示を見て疑問に
思ったら法に照らしてみて「なぜ、こういう表示になったのか？」その疑問の謎解きをしてみます。実例と照らしな
がら学ぶことで食品表示のルールが身に付きます。

（追加） 【出典】
　消費者庁HP　食品表示法等(法令及び一元化情報)
　（https://www.caa.go.jp/policies/policy/food_labeling/food_labeling_act/）
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　平成26年6月18日に成立した「特定農林水産物等の名称の保護に関する法律」（地理的表示法）は、平
成27年6月1日に施行が予定されており、地理的表示保護制度の運用が開始されます。
　登録申請の具体的な方法等については、今後示される予定となっておりますので、以下に、現在公表
されている概要説明資料を掲載します。

　「特定農林水産物等の名称の保護に関する法律」（地理的表示法）が平成27年6月1日に施行され、地理的表示保護
制度の運用が開始されています。
　概要及び登録申請の具体的な方法等については、概要説明資料を掲載します。

（以降、P68まで削除） （以降、別添を参照）

（追加） 【出典】
　農林水産省HP　地理的表示法とは
　（https://www.maff.go.jp/j/shokusan/gi_act/outline/）

※各変更内容の詳細等については、都道府県や保健所等、所管する機関に確認してください。

特定農林水産物の名称の保護に関する法律

食品表示作成の重要なカギ

7/7
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農林水産省輸出・国際局／Export and International Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

１ 日本における地理的表示保護制度の大枠①
地理的表示（GI︓Geographical Indication）保護制度は、地域で育まれた伝統を有し、その高い品質等が生産地と
結びついている農林水産物や食品等の名称を、知的財産として保護する制度。

地理的表示のイメージ －市田柿を例に－

市 田 柿
生産地 産品の特性

○自然的要因
・ 昼夜の寒暖差が大きいため、
高糖度の原料柿ができる

・ 晩秋から初冬にかけて川霧が
発生し干柿の生産に絶好の温
度と湿度が整う

○人的要因
・ 下伊那郡高森町（旧市田
村）が発祥の「市田柿」のみを
使用

・ じっくりとした「干し上げ」、しっか
りとした揉み込み

・ 特別に糖度が高い

・ もっちりとした食感

・ きれいな飴色

・ 小ぶりで食べやすい

・ 表面を覆うキメ細かな
白い粉化粧

結

付

高い知名度を有する市田柿という名称から
産地と産品の特性がわかる。

これらの内容を登録簿、明細書に記載。

【明細書】
生産者団体が作成する保護の対象を示す書類。
登録後は、明細書に記載された、生産地で生産され
ていないものや、生産の方法に従わないものについて
は、地理的表示の使用は不可。

【特性】
「確立した」産品の品質や社会的評価。
※「確立した」ものであるためには、その特性を維持し
た状態で概ね25年程度以上の生産実績が必要。

【生産地と産品の特性の結び付き】
高品質なものであっても、生産地との結びつきが認
められない場合や、産品の特性が単に広く栽培されて
いる品種の特性と同じである場合は登録不可。

【生産】
産品が出荷されるまでに行われる一連の行為のうち、
産品に特性を付与する又はその特性を維持する行為。
加工品の場合は、加工する行為が「生産」行為とな
るのが通例。
【生産地】
「生産」が行われる場所。

【生産の方法】
産品に特性を付与し又は特性を保持する行為
※例えば、伝統的製法により特定の成分が増加する等

１



農林水産省輸出・国際局／Export and International Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

１ 日本における地理的表示保護制度の大枠②
○ 我が国では「特定農林水産物等の名称の保護に関する法律（ＧＩ法）」
（平成26年法律第84号）に基づき地理的表示を保護。

○ 生産者団体が定めた生産地や生産方法等の基準（明細書等）を満たす産品にのみ当該産品の
名称の表示（＝地理的表示（ＧＩ））を使用可能。

○ 不正な地理的表示（類似等表示を含む）の使用は行政が取締りを行う。

制度の大枠

① 産品（特定農林水産物等）をその生産地や品
質の基準等とともに登録。

（登免税として9万円要。更新料は不要）

② 登録内容を満たす産品には、「地理的表示」を使
用可能。また、地理的表示と併せて登録標章（Ｇ
Ｉマーク）の使用が可能。
※ 登録内容を満たさない産品へのＧＩマークの使用や、
ＧＩマークのみの使用は不可。

③ 地理的表示の不正使用は行政が取締り。

④ 地域の生産者は、既登録団体への加入や、新た
に登録を受けた生産者団体の構成員となることで、
地理的表示を使用可能。

○ 原則として、登録された基準を満たす産品
のみに地理的表示が使用される。

○ 品質を守るもののみが市場に流通。
○ GIマークにより、他産品との差別化が可能。

○ 訴訟等の負担なく、自らの産品のブランド
価値を守ることにつながる。

○ 地域共有の財産として、産品の名称が
保護される。

効 果

２



農林水産省輸出・国際局／Export and International Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

（参考）登録及び規制の対象となる産品の範囲
○ 登録及び規制の対象となる農林水産物等の範囲は、以下の①から④。
・ 食用農林水産物等（①及び②）は、全て対象。
・ 非食用農林水産物等（③及び④）は、対象となる13品目を個別に政令で指定。

〇 ただし、酒類、医薬品、医薬部外品、化粧品及び再生医療等製品は対象外。

③ 非食用農林水産物

農林水産物等

観賞用の植物

立木竹 真珠

工芸農作物

観賞用の魚

①農林水産物
（食用に供されるものに限る。）

（例） 精米 カット肉 きのこ 鶏卵 生乳
魚介類 麦 いも類 豆類 野菜 果実

②飲食料品
（①を除く。）

パン めん類 惣菜 豆腐 菓子
砂糖 塩、調味料
清涼飲料水 魚の干物 なたね油 大豆油
とうもろこし油 オリーブ油

④ 飲食料品以外の加工品

精油

飼料＊

生糸

竹材

木炭

漆

畳表

（例）
木材

＊農林水産物を原料又は材料として製造し、又は加工
したものに限る。

＜食用農林水産物等＞ ＜非食用農林水産物等＞

３



農林水産省輸出・国際局／Export and International Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

２ 登録標章（ＧＩマーク）
○ GIマークは、登録された産品の地理的表示と併せて使用することができ、ＧＩ法上登録された

地理的表示産品であることを証するもの。

GIマークが日本の地理的表示保護制度のもの
であることをわかりやすくするため、大きな日輪を背
負った富士山と水面をモチーフに、日本国旗の日
輪の色である赤や、伝統・格式を感じる金色を使
用し、日本らしさを表現しています。
なお、 GIマークの使用は、上のカラー使用が一

般的ですが、白黒等での使用も可能です。

▶ＧＩマークはＧＩ産品に使用可能。主要な輸出先国等
においてGIマークの商標登録出願中。

※ ミャンマー、ラオス、台湾、マレーシア、ニュージーランド、カンボジア、
フィリピン、オーストラリア、韓国、ＥＵ、インド、カナダ、タイ、インドネシア
については商標登録済
(中国では著作権として登記済)

＜令和3年10月末現在＞

▶輸出先国等で我が国の真正な特産品であることを明示し、
差別化

▶真の日本の特産品の海外展開に寄与し、農林水産物・
食品等の輸出促進にもつながるものと期待。

ＧＩマーク ＧＩマークの活用

６



農林水産省輸出・国際局／Export and International Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

３ 特定農林水産物等の名称の保護に関する法律（地理的表示法）

① 生産者利益（地域の知的財産）の保護

生産業者
① 生産者団体
による登録申請

③ 品質管理体制
のチェック

ＧＩの不正使用者

品
質
管
理

通
報

生産業者

生産業者

農林水産大臣
②産品の登録

② 需要者利益の保護
農林水産物等の適切な評価・財産的価値の維持向上 表示を信頼した消費者等の保護

地理的表示の不正使用を知った者

目 的

① 生産者団体が、産品をその名称、
特性（品質や社会的評価）、
生産地、生産の方法等とともに
登録申請。

② 農林水産大臣が審査の上、
産品を名称、特性、生産地、
生産の方法等とともに登録。

→ 基準を満たすものに「地理的表示」
及びGIマークの使用を認める。

③ 生産者団体が品質管理を実施。
農林水産大臣がその体制をチェック。

④ 不正使用があった場合は
行政が取締り。

制度の概要

生
産
業
者

組
織

団
体

（

生
産
者
団
体
）

④取締り（措置命令・登録の取消）不正
使用

不正
使用

④取締り（措置命令・罰則）

７



農林水産省輸出・国際局／Export and International Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

８ 海外における日本の地理的表示の保護

日本 外国

ＧＩの相互保護を可能とする制度を整備
我が国と同等水準と認められるＧＩ制度を有する外国とＧＩリストを交換し，
当該外国のＧＩ産品について，所要の手続を行った上で，農林水産大臣が指定

○ 海外における地理的表示の保護が国家間の国際約束によっても実現可能。

＜日EU・EPA＞
・2019年２月 日EU・EPA発効⇒EPAの発効と合わせて指定（保護が開始）
・2021年２月 改正GIリスト発効⇒改正発効と合わせて指定（1回目の追加）
・2022年２月 改正GIリスト発効⇒改正発効と合わせて指定（2回目の追加）
＜日英・EPA＞
・ 2021年1月 日英・EPA発効⇒EPAの発効と合わせて指定（保護が開始）。

＜日EU・EPA＞EU側106産品，日本側95産品を相互に保護
＜日英・EPA＞英国側3産品，日本側47産品を相互に保護

相互保護を行う産品について

EPA発効以降の流れ

・「指定」により保護される外国の産品には，
日本の登録標章（GIマーク）は付けられ
ません。

・外国産品に，外国のGIマークが付いて
いることがありますが，国内法令上，表
示の義務はありません。

指定産品のGIマークについて

17

互いの国でＧＩを保護
⇒ 模倣品の排除による誤認・混同の防止、相手国で自国の農林水産物のブランド化、
生産者のＧＩ登録の負担軽減



（参考１-３）日本国内で保護するＥＵ側ＧＩ（2022年２月時点︓106産品）

20

酪農製品（チーズ）︓3２品目 食肉製品︓２６品目

写真出典︓QUALIGEO, QUALIVITA, TasteAtlas ※（次頁へつづく）

アジアーゴ
イタリア

モッツァレッラ ディ
ブファーラ カンパーナ

イタリア

パルミジャーノ レッジャーノ
イタリア

グラナ パダーノ
イタリア

ゴルゴンゾーラ
イタリア

フォンティーナ
イタリア

ペコリーノ ロマーノ
イタリア

ブリー ド モー
フランス

カマンベール ド ノルマンディ
フランス

タレッジョ
イタリア

プロヴォローネ ヴァルパダーナ
イタリア

ペコリーノ トスカーノ
イタリア

コンテ
フランス

ダナブル
デンマーク

イディアサバル
スペイン

ロックフォール
フランス

ルブロション/
ルブロション ド サヴォワ

フランス

エメンタール ド サヴォワ
フランス

マオン メノルカ
スペイン

ゴーダ ホラント
オランダ

ケイジョ サン ジョルジュ
ポルトガル

エダム ホラント
オランダ

フェタ
ギリシャ

ケソ マンチェゴ
スペイン

ニュルンベルガー ブラートブルスト/
ニュルンベルガー ローストブラートブルスト

ドイツ

モルタデッラ ボローニャ
イタリア

ザンポーネ モデナ
イタリア

プロシュット トスカーノ
イタリア

ティローラー シュペック
オーストリア

ジャンボン ダルデンヌ
ベルギー

ハブーゴ
スペイン

ジャンボン ド バイヨンヌ
フランス

セゲディ サラーミ/
セゲディ テーリサラーミ

ハンガリー

ケファエログラヴィエラ
ギリシャ

ライオル
フランス

ファアアールベルガー ベルクケーゼ
オーストリア

カセリ
ギリシャ

テレメア デ イバネシュティ
ルーマニア

バラニュスキ クレン
クロアチア

ドゥルニシュキ プロシュート
クロアチア

メジムルスコ メソ
テシブリツェ
クロアチア

ダルマティンスキ
プロシュート
クロアチア

クラテッロ ディ ジベッロ
イタリア

サラム デ ジビウ
ルーマニア

クランスカクロバサ
スロベニア

カナール ア フォアグラ
ド スゥドウエスト

（シャロス，ガスコーニュ，
ジェルス，ランド，ペリゴール，

ケルシー）
フランス

ブレザオラ デッラ
ヴァルテッリーナ

イタリア

プロシュット ディ
サン ダニエレ

イタリア

ギフエロ
スペイン

ハモン デ テルエル/
パレタ デ テルエル

スペイン

アボンダンス
フランス

ポン レヴェック
フランス

ペコリーノ サルド
イタリア

スペック アルト アディジェ／
スッドティローラー マルケンス
ペック ／
スッドティローラー スペック

イタリア

ロス ペドロチェス
スペイン

その他︓

（イタリア）プロシュット ディ
モデナ

（イタリア）サラミーニ イタリ
アーニ アッラ カッチャトーラ

（スペイン）ハモン デ トレベ
レス



農林水産省輸出・国際局／Export and International Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

（参考２－２）日本国内で保護する英国側ＧＩ（2021年１月時点︓３産品）

出典︓Qualigeo Atlas. Atlas of european and non-european PDO, PGI, TSG agri-food products / MAURO ROSATI (2009)

ウエスト カントリー ファームハウス
チェダー チーズ

ホワイト スティルトン チーズ/
ブルー スティルトン チーズ スコティッシュ ファームド サーモン

日EU・EPAにおいて保護されていた英国３産品を、日英EPAにおいても引き続き保護。
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農林水産省輸出・国際局／Export and International Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

（参考）日ＥＵ・ＥＰＡに伴うＧＩ法改正の内容
日ＥＵ・ＥＰＡの主な合意事項 ＧＩ法の主な改正内容

〇 文字や国旗等を組み合わせた結果ＧＩ産品
と誤認させるおそれのある表示も規制する

○ 改正前は無期限に認められていた先使用期
間を原則として７年に制限。

※ 国内のＧＩ登録産品の生産地と同一の地域で生産
されている先使用品については、ＧＩ登録産品との
混同を防ぐのに適当な表示を付せば、７年経過後も
先使用が可能。

○ 先使用期間の制限等に伴い、ＧＩマークの
表示を任意化（改正前は、先使用品とＧＩ
登録品の区別のため、ＧＩマークの表示を義
務化）

○ 産品へのＧＩの貼付に加え、広告等における
ＧＩの使用についても規制する

１ 相互保護
・ 日本側48産品、ＥＵ側71産品について地理
的表示（ＧＩ）を相互に保護 ＜附属書十四－Ｂ
＞

・ 協定発効後は、公文交換により附属書を改正し、
産品追加が可能
＜第十四・三十条、第二十三・二条第３項及び第４項
＞

２ 高いレベルでのＧＩ保護
・ 先使用（ＧＩ保護前からＧＩと同一又は類
似の名称を使用していた場合）については７年間
に制限＜第十四・二十九条第１項＞

・ 産品へのＧＩの表示だけでなく、広告等サービ
ス分野におけるＧＩ使用も規制

＜第十四・二十九条第１項＞

・ 真正の産地表示や～タイプ、～スタイル等GI産
品でないことを明らかにした表示、ＧＩ産品である
かのように示唆する手段についても規制

＜第十四・二十五条第１項（b）＞
24



農林水産省輸出・国際局／Export and International Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

（参考）日ＥＵ・ＥＰＡ、日英・ＥＰＡにおけるＧＩ保護の内容
真正産品の明細書（産地、品質基準、生産方法等について記載）に沿わない産品は
ＧＩを付すことができない

高いレベルでのＧＩ保護 例外（※ただし、真正ＧＩ産品と誤認
させるような使用は不可）

原則

内容 指定名称と侵害例

１
消費者に真正
のGI産品と誤
認させるような
使用

Jambon d'Ardenne
（ジャンボン ダルデンヌ）

２
真正の産地を
記載していても、
明細書に沿って
いない

Gorgonzola（ゴルゴンゾーラ）

３
翻訳、音訳で
あっても、明細
書に沿っていな
い

Prosciutto Toscano
（プロシュット トスカーノ）

４

～種、～タイプ、
～スタイルとい
う表現を伴って
いるが明細書に
沿っていない

Lübecker Marzipan
（リューベッカー マジパン）

「トスカーノハム」

「マジパン・リューベッカースタイル」

内容 例

１ 普通名称と認
識されている語

２
複数の語からな
る名称の一部
のみを使用

３ 品種名としての
使用

４

Parmigiano

（パルミジャーノ

（シトリコス バレンシアノス

Camembert de

（カマンベール ド ノルマンディ）

Mortadella Bologna

Citricos Valencianos/
Citrics Valencians

Reggiano

レッジャーノ）

ハードチーズの名称として
「パルメザン」という
単体名称を使用

※産品の表示だけでなく、広告・インターネット等の名称使用についても含む

「アルデンヌ地方の風薫る
ベルギー産生ハム」

「日本■■村のゴルゴンゾーラ」

Normandie

「○○県産カマンベール」

「モルタデッラ」「ボローニャ」の
単独使用

/シトリックス バレンシアンス）

オレンジの品種名
としての「バレンシア」
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農林水産省輸出・国際局／Export and International Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

12 地理的表示法についての問い合わせ先

農林水産省 輸出・国際局 知的財産課
03-3502-8111（内線︓4284）

http://www.maff.go.jp/j/shokusan/gi_act/index.html

担当部署 電話番号
北海道農政事務所生産経営産業部 事業支援課（北海道） 011-330-8810

東北農政局経営・事業支援部 地域食品・連携課（青森県、岩手県、宮
城県、 秋田県、山形県、福島県）

022-263-1111
（内線︓4365）

関東農政局経営・事業支援部 地域食品・連携課（茨城県、栃木県、群
馬県、 埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、長野県、静岡県）

048-740-0152

北陸農政局経営・事業支援部 地域食品・連携課（新潟県、富山県、石
川県、 福井県）

076-232-4890

東海農政局経営・事業支援部 地域食品・連携課（岐阜県、愛知県、三
重県）

052-223-4602

近畿農政局経営・事業支援部 地域食品・連携課（滋賀県、京都府、大
阪府、 兵庫県、奈良県、和歌山県）

075-414-9025

中国四国農政局経営・事業支援部 地域食品・連携課（鳥取県、島根県、
岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県）

086-224-4511
（内線︓2324）

九州農政局経営・事業支援部 地域食品・連携課（福岡県、佐賀県、長
崎県、 熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県）

096-211-9111
（内線︓4391）

内閣府沖縄総合事務局農林水産部 食料産業課（沖縄県） 098-866-1673
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